
１　決算規模

２　予算執行状況　（消費税込み）

※ 主要事業

・

・

・ 大東地区雨水排水路の整備

・ 処理施設の更新

・ 合併処理浄化槽の整備(78基)

３　経営状況　（損益詳細　消費税抜き）
（１）営業収益　 768,474千円 （前年比　5,037千円）

下水道使用料収入が減少

・一人当たりの汚水排水量の減少

他会計負担金は増、手数料収益は減

（２）営業費用 　3,182,109千円 （前年比　59,030千円）

固定資産除却費（33,568千円）、動力費（27,545千円）の増が主因

（３）営業利益 　△2,413,635千円 （前年比　△53,993千円）

公共下水道管渠整備を実施

下水道使用料改定の決定

（ = 収益的支出 - 減価償却費

     + 資本的支出 ）

42億9,580万６千円

※前年度比 約２億4,500万円の減

⇒令和５年度への繰越事業の増加等

による建設改良費の減少（約３億５

千万円）によるもの

R３比

　水洗化人口：増減無し

　一人当たりの排水汚水量　0.5㎥減

令和４年度 登米市 下水道事業 会計決算の概要
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【下水道使用料(税抜)の推移】

前年度比

※R元はR2特例

的収入分を加

えた値
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4,295,806千円

資本的支出

収益的支出

－減価償却費

【決算規模の前年度対比】
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【収益的収支】
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【資本的収支】 （単位:千円）決算書P８・９

営業収益
営業外収益

特別利益

営業費用 営業外費用 特別損失

企業債

国・県補助金
分担金等出資金 基金取崩金

建設改良費 企業債償還金(元金)

（単位:千円）

（単位:千円）

△1,352

決算書P６・７

決算書P13

基金積立金

不足額

941,465

4,540,890千円

資料 ６



《主な増減要因》

（４）営業外収益　 2,864,262千円 (前年比　△15,221千円) 長期前受金戻入等の減

（５）営業外費用　 363,012千円 (前年比　△34,272千円) 企業債利息の減

（６）経常利益　 87,615千円 (前年比　△34,942千円)

（７）特別利益 179千円 (前年比　△27千円) 過年度下水道使用料更正の減

（８）特別損失　 37,109千円 (前年比　30,981千円) R4.3地震、R4.7大雨の災害復旧費の増

（９）当年度純利益 50,685千円 (前年比　65,950千円)

４　財務諸表の調整

（１）損益計算書　 当年度純利益50,685千円、当年度未処理欠損金127,152千円

（２）剰余金計算書 他会計繰入金（出資金）387,904千円を資本金へ繰入など

（３）貸借対照表 資産の減価償却の進行により、前年度比1,563,546千円減少

（４）事業報告

（５）キャッシュ・フロー計算書

※水洗化人口の内、本市下水道使用者はR4で49,004人(前年度比  0)

・最終予算における予定損益計算書より純利益が90,555千円増(純損失が減)。主な要因は、

　下水道使用料の増　(10,866千円)、委託料(37,015千円)、修繕費等(11,378千円)、予備費

（11,832千円）の減。
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【一般会計繰入の推移】 (百万円）
基準内繰入 基準外繰入

交付税措置額

1,952 1,879 1,938 1,947 1,942
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【汚水処理人口普及率】

+0.72

決算書 P42
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財務活動

投資活動

業務活動 業務活動で資金が得られ、かつ借入金残高

を減少させながら建設投資が行われており、

比較的安定した経営状況。

資金期末残高531百万円(期首比163百万円）
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【資産総額】 (百万円)
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【企業債残高】 (百万円)

△935
△1,563

（％）

地方公営企業法適用（※1）

・一般会計繰入金は近年20億円

弱で推移

⇒Ｒ５.10月からの使用料改定に

より、令和６年度以降、一般会

計繰入金は、当面は年間18億円

程度で推移する見込み。更なる

維持管理費等経費の縮減に努め

る必要がある。

（※1）地方公営企業法適用事業と非適用事業

では基準内繰入の算定方法が異なる

（※2）R5.9月補正後予算ベースのため、使用

料改定の影響を含む

1,953

(※2)


